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学会活動から 

 

地盤工学会継続教育（Ｇ－ＣＰＤ）制度 本格運用 1 年を経て（その２） 

－学会の外部での活動状況－ 

 
地盤工学会継続教育システム委員会 

 
 
 
１． はじめに 

 
地盤工学会の継続教育システム（以下，G-CPD システ

ムと記す）の開発は，2001（H.13）年 7 月の「継続教育

実施委員会（委員長：廣谷彰彦ｵﾘｴﾝﾀﾙｺﾝｻﾙﾀﾝﾂ社長）」（以

下，実施委員会と記す）の設置に始まりました。その後，

短い準備期間に集中的な作業を行い，2002（H.14）年 2

月の試行，同年 5月の暫定運用，2003（H.15）年 4 月の

本格運用が開始されました。本格運用を機に「継続教育

システム委員会（委員長：片桐雅明日建設計中瀬土質研

究所主任研究員）」（以下，システム委員会と記す）が設

置され，関連する業務を引継いでいます。 

実施委員会の準備期間中の検討で，継続教育は一つの

学会だけで完結できるものではなく，外部との連携が不

可欠であるとの認識が確認されました。そのため，準備

作業の傍ら，外部機関への働きかけを行い，地盤工学会

（以下，学会と記す）の継続教育システムの構築活動を，

以下に示す学会外部の活動に結びつけることができまし

た。学会は今後も外部との連携を深めて各種の情報交換

を密にして，学会会員（以下，会員と記す）への継続教

育に関するサービスの向上と，学会をより効果的な組織

として変革してゆくことが期待されます。 
 
２． 学会の外部で活動する目的および目標 

 
（実施委員会以前の学会外部との関係） 
学会では，実施委員会以前にも，外部機関の動向を視

野に入れた次の活動を行なって来ました。 

①2000（H.12）に技術者教育・資格問題検討委員会（委

員長：落合英俊九州大学教授）１）が設立され，技術士

などの資格制度や日本工学会の CPD 協議会などが調査

され，地盤工学会の CPD のあり方が検討された。 

②2001（H.13）5 月に土木学会との間で，相互連携に関

する覚書を交わした。 

 
（学会の外部で活動する目的） 
2004（H.16）年 3 月の理事会へ「継続教育（CPD）に関

する学会外部の動きに対する学会としての対応」と題す

る報告を筆者らが行いましたが，現在まで学会として継

続教育に関する外部活動をオーソライズされた文章は見

当たりません。しかし，継続教育に関して外部で活動す

る会員は，最大公約数として次の事項を実現することを

目的として外部活動を行なっています。 

①【プログラムの紹介・申込】学会員が必要とするが，

学会内で調達できない CPD プログラム（継続的専門能

力開発プログラム，CPD コンテンツ，教育機会などと

同義）を紹介し，併せて申込ができる 

②【外部経験の記録】会員が外部の学協会で経験した CPD

プログラムを学会内部と同様にG-CPDシステムで記録

ができる 
③【比較分析でプログラムを修正・改善】CPD 記録デー

タで他学協会と比較分析を行い，学会の CPD プログラ

ムを修正・改善・新設立を図り，会員の要望にさらに

合致したものを提供して，併せて学会の財政改善に寄

与する 

④【学会を効果的な組織にするための情報を収集】学会

の置かれている位置付けを明確にして，今後の維持・

発展・効率化を図るための情報収集と意見交換を行う 
⑤【情報発信と社会貢献】G-CPD システムが優れている

事項を情報発信して，社会と会員の発展に貢献する 
（この 1年間に活発に活動した外部の組織） 
2003（H.15）年度 1 年間で，継続教育に関する外部の

活動は，その前の 1年間に比べて大きく発展しました。

学協会だけでなく企業や大学まで含めた全日本的な継続

教育を模索している「日本工学会 PDE 協議会委員会」と，

その範疇の中で建設部門ではさらに効果的な継続教育シ

ステムを構築することを目指している「建設系 CPD 協議

会」の活動です。これらと付属する各種委員会の開催状

況を表-1に示します。  

2003（H.15）年度の上半期に委員会等の会合が 12 回開

かれたのに対して，下半期は 31 回に及んでいます。この

傾向は 2004（H.16）年度も持続するものと考えられます。

学会の外部組織との連携方策が正念場を迎えていると言

えます。これらについて３．および４．で後述します。 

この他，学会は従来から「技術士 CPD 連絡協議会」に

参加してきましたが，2003（H.15）年度は 1度も開かれ

ませんでしたが，2004（H.16）年 4 月に約 2 年ぶりに第

5 回目の会合が開催されました。そこでは建設系以外の

分野でも機械，化学工学，計測自動制御，電気などで， 

継続教育活動に着手していることが報告されています。
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加えて，当学会と近しい「土質・地質技術者の生涯学習 

ネット」も報告されており，上記の２つの活動と共に注

目して行く必要があります。 
 
３． 日本工学会ＰＤＥ協議会委員会の活動 
 
（日本工学会ＰＤＥ協議会委員会の進め方） 
耳慣れない“PDE”は，Professional Development 

Engineers：技術者専門能力開発を意味します。学会の

CPD よりも広く，学協会に所属しない技術者をも対象と

しています。委員会および幹事会と二つの検討委員会（資

格，システム）で構成されています。基本的には，1999

（H.11）年に設立された JABEE（日本技術者教育認定機

構：大学等の高等教育機関における技術者教育プログラ

ムを審査・認定する制度）に近い運営が考えられていま

すが，PDE の認定は CPD プログラムそのものではなく，

それを実施する学協会を「機関認定」する方法が考えら

れています。通常は，二つの検討委員会からの報告を中

心に進められています。 

継続教育を進める動機づけとして，資格の維持・取得

と結びつける必要があるとの考え方にもとづいて，「資格

検討委員会」が活動しています。当学会は既に自前の資

格を持たない方針を打ち出していますが，基幹の大学会

を中心に多くの学協会で 4レベル前後の資格を設ける方

向で進んでいることが報告されています。従来からある

公的な資格である技術士や建築士などと，どのように共

存を図り，それぞれの学協会員に有効に役立てるのかに

注目する必要があります。 

（各学協会の実施状況アンケート調査の結果） 

 もう一つの検討委員会が，「記録・登録システム検討委

員会」で，地盤工学会から座長を出し，建設系を中心に

メンバーが構成されています。まず，各学協会の CPD シ

ステムの実施状況を調べるアンケートを，2003（H.15）

年 7 月に実施しました。その前年の調査結果と比較する

と，CPD システムを運用ないし運用の準備を進めている

学協会の数は 10 から 14 と増えており，建設系以外の分

野でも基幹となる大規模学会では着手する状況になって

いることを示していました。比較的小規模の学会ではノ 

ート式の記録簿を用いる所もありますが，多くは「地盤 

工学会方式」の IT 記録が選択されています。 

この検討委員会では，CPD プログラム情報の共有化実

現を一つの目標として活動して来ました。まず，そのプ

ログラム情報はどのような項目で構成されているかを，

この検討委員会のメンバーが中心となって，次項に示す

委託調査で明らかにしました。各学会の表示が統一され

て，相互にリンクを張り合って，自分の学協会以外の CPD

プログラムを検索して，申込ができることが期待されて

います。2004（H.16）年度以降は「基準化」に関する委

員会などに，作業が引き継がれることになっています。 
（経済産業省からの委託調査の実施） 

上記の「記録・登録システム検討委員会」のメンバー

が中心となって，経済産業省からの委託を受けて，「教材

リスト化検討 WG」が活動しました。CPD プログラムを示

す際の項目を検討し，実際に当学会など９つの学協会に

その方式に従ったプログラムの表示調査を行いました。

当初，プログラムの難易を示すレベル分けが難しいと考

えられて来ましたが，３～５の段階で明示できることが

確認されました。 

この調査結果を用いて項目リストの改良し，CPD プロ

グラムを表記するための「リスト化ガイドライン」２）を

作成しました。今後は各学協会がこれを用いることで，

学協会間での情報と会員の交流が促進されることが期待

されます。 

なお,今回の委託調査ではその他５つの WG で活動が行

われ，その成果は PDE システムの構築の貴重な資料とな

ることでしょう。 

（ＮＰＯ法人化の動き） 

2003（H.15）年度の日本工学会 PDE 協議会委員会にお

ける最も大きな動きは，PDE 活動を日本工学会の枠組み

から独立して，NPO 法人化することの提案でした。上述

の JABEE で成功した手法に近い発想から，PDE 活動の機

動性を確保し，事業対象（受講者と教育機会提供者）の

枠組みを日本工学会加盟学協会に制約されることから離

脱するためと思われます。 

日本工学会の理事会，幹事会で承認が得られています

実施回数
（H15年度） H15.4 H15.5 H15.6 H15.7 H15.8 H15.9 H15.10 H15.11 H15.12 H16.1 H16.2 H16.3

　
PDE協議会委員会 委員：岸田隆夫 ５回 ＃4(4/25) ＃5（7/15） ＃6（10/16） ＃7（1/15） ＃8(3/23)

　 前年活動報告 活動計画立案 PDE中期計画 NPO化提案 NPO化再審議

PDE協議会委員会 委員：岸田隆夫 ５回 ＃4(4/21) ＃5（6/2） 　 ＃6（10/6） ＃7（1/8） ＃8(3/15)
幹事会 （加藤事務局長） 前年活動報告 ［不参加］ ｼｽﾃﾑ委報告 NPO化説明 NPO化再提案

PDE協議会委員会 委員長：岸田隆夫 12回 ＃2(4/18) ＃3(5/22) ＃4(6/26) ＃5(7/31) ＃6(9/3) ＃7(10/9) ＃8(11/8) ＃10(12/12) ＃11(1/21) ＃12(2/20) ＃13(3/8)
記録・登録システム委員会 ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝ提案 ｱﾝｹｰﾄ案調整 ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝ調整 建設系CPD協 ｱﾝｹｰﾄ仮まとめ ｱﾝｹｰﾄまとめ ＃9(11/25) ｼｽﾃﾑｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ ｼｽﾃﾑ比較 ｼｽﾃﾑ関連 ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ検討

受託事業推進委員会 委員：岸田隆夫 ４回 ＃1(12/24) ＃2(1/28) ＃3（2/19） ＃4(3/22)
　 事業計画 WG中間審議 進捗審議 最終審議

教材リスト化検討WG WG委員長： ５回 ＃1(11/25) ＃2(12/12) ＃3（1/21） 配布アンケー ＃4(3/8)
　　　　岸田隆夫 検討事項整理 基準案検討 同左継続 トの結果集計 ＃5(3/19)

準備委員会 委員：岸田隆夫 ２回 ＃4（4/14） ＃5（6/16） 　
　 運営規定検討 会長候補選出 　

協議会 会員：岸田隆夫 ４回 ＃1（7/25） ＃2（9/11） ＃3（12/4） ＃4（2/19） 　
　 協議会設立 専門部会設立 システム報告 システム報告 　

システム部会 部会長：岸田隆夫 ５回 ＃1（11/20） ＃2（12/19） ＃3（1/15） ＃4（2/10） ＃5（3/3）
委員：伊藤政人 ミッション検討 協議会等報告 個人情報保護 システム審議 来年度計画

ルール部会 委員：宮田喜壽 ２回 ＃1（11/11） ＃2（12/16） 　 　
ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞ：岸田隆夫 ミッション検討 ルール案仮決

技術士CPD連絡協議会 委員：片桐正明 ０回
（加藤事務局長） 状況報告　　

日　　　　　　程

↑報告書作成

12

9

13

21

7

12

9

12

（日本工学会・経済産業省委託事業）

P

（日本工学会）

　　表-1　日本工学会PDE協議会委員会および建設系CPD協議会関係会議への2003（H.15)年度参加情況

記号 委員会名称 地盤工学会分担 委員数

26

15

（建設系CPD協議会）

↓PDE制度の紹介

↑システム案検討

　　　　　　　　＃5（4/27)→

K

R

J

L

B

A

S

U

Z

（技術士会）
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が，PDE 協議会委員会では方向性に関する強い異論はな

いものの，独立の必然性に乏しく，中期的な事業計画が

欠如していることが指摘され，年度内に承認が得られま

せんでした。2004（H.16）年度の前半は前年度と同様の

形で運営を進め， NPO 法人化（2005 年 4 月目処）を前提

とする任意団体の PDE 協議会を 9月頃に立ち上げること

になっています。 

当学会も明快な対応方針を確立した上で，この大きな

流れの中で，G-CPD システムがより有効なものとなるよ

う努力する必要があります。こうした流れに背を向けて

無関心でいたり，充分な配慮がないまま流れに身を任せ

てしまうことも許されないはずです。 
 
４． 建設系ＣＰＤ協議会の活動 
 
（建設系ＣＰＤ協議会の設立） 
約半年の準備会委員会を進めた結果，建設系 CPD 協議

会（会長：土木学会の池田駿介東京工業大学教授）が 2003

（H.15）年 7 月に設立されました。この協議会での検討

により，同年 11 月にルールとシステムの２つの検討部会

が設置され，前者の部会長は協議会会長が兼務すること

となり，後者の部会長には地盤工学会メンバーが選任さ

れました。 

（ルール検討部会とシステム検討部会） 

 まず，「ルール検討部会」では，①参加学協会が認定し

た CPD ポイントは相互承認すること，②複数の学協会の

プログラムへの参加者の CPD 記録は，本人が選択するホ

ーム学協会に集約することなど，基本的で重要な事項が

合意されました。それと併行して，「システム検討部会」

ではシステム作りに必要な各学協会の現状調査（例えば，

記録の方式，会員番号の付け方など）を行い，CPD プロ

グラムの相互検索方法や参加者のカードの読み込み方法

など，具体的な事項が検討されています。 

（建設系ＣＰＤ協議会のこれからの動き） 

「建設系 CPD 協議会」と「日本工学会の PDE 協議会委

員会」の活動は，①前者を後者の先行的な実施集団と位

置付ける，②前者は後者が示すガイドラインに沿って運

営し，その実施によって得られた知見は後者にフィード

バックして，広く利用する，③特に前者の「システム検

討部会」と後者の「記録・登録システム検討委員会」の

活動は重なる部分が多いので，できる限り同じメンバー

で構成する，などの合意の下で実施されています。 

「建設系 CPD 協議会」は，まず CPD 記録を参加者のホ

ーム学協会へ送る具体的な方法を検討・立案して，実際

に実施することが重要です。これにより，ホーム学協会

の認定する CPD 記録（CPD ポイントも併記）が発行され，

その記録はいずれの参加学協会でも有効とされることに

なっています。さらに，技術士などの公的な資格の更新

に CPD ポイントが必要となれば，「建設系 CPD 協議会」の

活動が活発化すると予想されます。加えて，公共工事な

どを発注する機関および受注する企業の担当技術者の要

件として，CPD ポイントが利用されるようになれば，「建

設系 CPD 協議会」の活動が広く行き渡るはずです。 

しかし，最も大切なことは，技術者のニーズに合致す

る優れた CPD プログラムが的確に供給されることであり，

学協会間で相互に検索ができるようにプログラム情報が

交換され，プログラムも相互に補完することが望まれま

す。さらに，良い意味での競争によって学協会間で切磋

琢磨が行われ，技術者の力と CPD プログラムを供給する

学協会の質が向上することが大切です。 

 
５． その他の動き 

 

（研究発表会でのディスカションセッションの開催） 

 G-CPD システムを管轄しているシステム委員会は，そ

の名のとおりハードに関する活動に重心が置かれていま

す。しかし，G-CPD システムの構築開始に先立って，そ

のソフトを担当する「技術者教育委員会（委員長 G-CPD

開発時期：日下部治東京工業大学教授，現在：飯塚敦神

戸大学助教授）」が設置され，技術者教育がどうあるべき

かを検討して，その結果を取りまとめて来ました。他学

協会と比較して，当学会の継続教育の大きな特色となっ

ています。 

 これら二つの委員会は，2002（H.14）年の研究発表会

から毎年，「地盤工学における継続教育」の主題で共同デ

ィスカションセッションを開催しています。本年 2004

（H.16）年も，『G-CPD システムの活用状況と今後』の副

題の下で開かれます。２つの委員会の委員からの報告と

共に，企業の人材教育リーダから講演が予定されていま

す。コンサルタント，ゼネコンおよび公的な研究機関で

の継続教育の具体的な事例が示されることになっていま

す。活発な討議が期待されます。 

（地盤工学会のこれからの方策） 
以上述べた外部を中心とした継続教育活動には，当初，

システム委員会から 1 名が参加していましたが，現在
（2004（H.16）年 4月）は同委員会から 4名および本部
事務局長の計 5名が対応しています。しかしながら，当
初は G-CPD システムの改善を図って会員サービスを向
上することに重点が置かれていましたが，今後は学会の

運営の仕方や外部機関との連携方策などに対しても，配

慮が必要になって来ています。したがって，学会として

十分な体制を構築して，学会外部および海外の状況に応

じた施策を柔軟に実施して行くことが望まれます。 
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